
 

 

大空町農業委員会 

「農地等の利用の最適化の推進に関する指針」 

 

 

平成２９年 ５月２６日 

大空町農業委員会 

 

第１ 基本的な考え方 

 

農業委員会等に関する法律（昭和２６年法律第８８号。以下「法」という。）の改正法が

平成２８年４月１日に施行され、農業委員会においては、遊休農地の発生防止や解消、担い

手への農地利用の集積・集約化、新規参入の促進による農地等の利用の効率化及び高度化の

推進など農地等の利用の最適化の推進が最も重要な必須事務として明確に位置づけられま

した。 

 

大空町は、北海道北東部に位置し、南に自然豊かな藻琴山(標高１，０００ｍ)がそびえ、

北には水産資源に恵まれた網走湖(標高０ｍ)に面した、景観の美しい町である。 

肥沃な田園丘陵地帯が広がる中央部は畑作地帯、西部の網走川沿岸の平地には稲作地帯、

南部の藻琴山山麗には酪農地帯が広がっており、それぞれの地域によって農地の利用状況や

営農類型が異なっているため、地域の実態に応じた取り組みを推進し、それに向けた対策の

強化を図ることが求められています。 

 

以上の観点から、法第７条第１項に基づき、農業委員が連携し、担当区域ごとの活動を通

じて、農地利用の最適化が一体的に進んでいくよう、当農業委員会の指針として、具体的な

取組を下記のとおり定める。 

 

なお、この指針は、「農林水産業・地域の活力創造プラン」（平成２５年１２月１０日農

林水産業・地域の活力創造本部決定）で、「今後１０年間で、担い手の農地利用が全農地の

８割を占める農業構造の確立」とされたことから、それに合わせて平成３５年度を目標とし、

農業委員の改選期である３年ごとに検証・見直しを行います。 

 

また、単年度の具体的な活動については、「農業委員会事務の実施状況等の公表について」

（平成２８年３月４日付け２７経営第２９３３号農林水産省経営局農地政策課長通知）に基

づく「目標及びその達成に向けた活動計画」のとおりとする。 



 

 

第２ 具体的な目標と推進方法 

 

１．遊休農地の発生防止・解消について 

 

（１）遊休農地の解消目標 

注１：管内の農地面積  

【目標設定の考え方】 

  現在、遊休農地が発生していないため、今後も継続し遊休農地が発生しないことを目

標とします。 

                             

（２）遊休農地の発生防止・解消の具体的な推進方法 

 

①農地の利用状況調査と利用意向調査の実施について 

農業委員の担当制又はチーム制による農地法（昭和２７年法律第２２９号）第３０

条第１項の規定による利用状況調査（以下「利用状況調査」という。）と同法第３２

条第１項の規定による利用意向調査（以下「利用意向調査」という。）の実施につい

て協議・検討し、調査の徹底を図ります。 

それぞれの調査時期については、「農地法の運用について」（平成２１年１２月１

１日付け２１経営第４５３０号・２１農振第１５９８号農林水産省経営局長・農村振

興局長連名通知）に基づき実施します。 

   なお、従来から農地パトロールの中で行っていた違反転用の発生防止と早期発見等、

農地の適正な利用の確認に関する現場活動については、利用状況調査の時期に関わらず、

適宜実施します。 

また、利用意向調査の結果を踏まえ、農地法第３４条に基づく農地の利用関係の調整

を行います。 

   利用状況調査と利用意向調査の結果は、速やかに「農地情報公開システム（全国農地

ナビ）」に反映し、農地台帳の正確な記録の確保と公表の迅速化を図ります。 

 

目標と実績 
管内の農地面積 

(Ａ) 

遊休農地面積 

(Ｂ) 

遊休農地の割合 

(Ｂ／Ａ) 

現 状 

（平成 29 年 5 月） 
13,637ha    0ha      0.0％ 

３年後の目標 

（平成 32 年 5 月） 
13,637ha    0ha      0.0％ 

目 標 

（平成 35 年 5 月） 
13,637ha    0ha      0.0％ 



 

 

②農地中間管理機構との連携について 

   利用意向調査の結果を受け、農業者の意向を踏まえた農地中間管理機構への貸付けを

行います。 

 

 ③非農地判断について 

   利用状況調査と同時に実施する「荒廃農地の発生・解消状況に関する調査」によって、

Ｂ分類（荒廃農地調査で再生利用が困難な農地）に区分された荒廃農地については、現

況に応じて速やかに「非農地判断」を行い、守るべき農地を明確化します。 

 

２．担い手への農地利用の集積・集約化について 

 

（１）担い手への農地利用集積目標 

 注１：農地利用集積面積には、大空町の認定農業者等のほか、大空町内に農地を持つ他市

町村の認定農業者等が耕作する農地面積が含まれる。 

 

【目標設定の考え方】 

  現在、概ね農地が担い手へ集積されていることから、現状を維持し、さらなる集積を

目指します。 

目標と実績 
管内の農地面積 

(Ａ) 

農地利用集積面積 

(Ｂ) 

集積率 

(Ｂ／Ａ) 

現 状 

（平成 29 年 5 月） 
13,637ha    13,296ha      97.5％ 

３年後の目標 

（平成 32 年 5 月） 
13,637ha    13,296ha      97.5％ 

目 標 

（平成 35 年 5 月） 
13,637ha    13,296ha      97.5％ 



 

 

参考 担い手の育成・確保 

 

注１：担い手の育成・確保の数値は、農業委員会の区域内の農家数等を確認し、それらを

基に「担い手への農地利用集積目標」を定めるための参考値である。 

注２：「現状の総農家数（うち、主業農家数）」は、２０１５年農林業センサスの数値を記

入する。 

【目標設定の考え方】 

 現在、概ね農地が担い手へ集積されていることから、現状を維持することを目指します。 

 

参考：農地中間管理事業との連携    

注１：農地中間管理事業との連携の数値は、農業委員会の区域内の農地の状況を確認し、

それらを基に「担い手への農地利用集積目標」を定めるための参考値である。 

【目標設定の考え方】 

   現在、概ね農地が担い手へ集積されていることなどから、農地中間管理事業の利用

に至っていません。経営の廃止・縮小を希望する農家の農地について、農地中間管理

事業の利用を推進します。 

目標と実績 
総農家数 

（うち、主業農家数） 

担い手 

認定 

農業者 

認定 

新規 

就農者 

基準構

想水準

到達者 

特定農業

団体その

他集落の

営農組織 

現 状 

（平成 29 年 5 月） 

446 戸 

（398 戸） 

410 

経営体 

0 

経営体 

0 

経営体 

0 

経営体 

３年後の目標 

（平成 32 年 5 月） 

446 戸 

（398 戸） 

410 

経営体 

0 

経営体 

0 

経営体 

0 

経営体 

目 標 

（平成 35 年 5 月） 

446 戸 

（398 戸） 

410 

経営体 

0 

経営体 

0 

経営体 

0 

経営体 

目標と実績 
管内の農地面積 

(Ａ) 

農地中間管理権の設定面積 

(Ｂ) 

設定率 

(Ｂ／Ａ) 

現 状 

（平成 29 年 5 月） 
13,637ha      0ha 0.00％ 

３年後の目標 

（平成 32 年 5 月） 
13,637ha         10ha 0.07％ 

目 標 

（平成 35 年 5 月） 
13,637ha        20ha 0.14％ 



 

 

（２）担い手への農地利用の集積・集約化に向けた具体的な推進方法 

 

①「人・農地プラン」の作成・見直しについて 

農業委員会は、地域ごとに人と農地の問題解決のための「地域における農業者等に

よる協議の場」を通じて、認定農業者等を地域の中心となる経営体と位置づけ、それ

ぞれの農業者の意思と地域の資源に照らした実現可能性のある「人・農地プラン」「人・

農地プラン」の作成と見直しに協力します。   

 

②農地中間管理機構等との連携について 

農業委員会は、町、農地中間管理機構、農協等と連携し、農地中間管理機構に貸付

けを希望する復元可能な遊休農地、経営の廃止・縮小を希望する高齢農家等の農地、

利用権の設定期間が満了する農地等のリスト化を行い、「人・農地プラン」の作成・

見直し、農地中間管理事業の活用を検討するなど農地の出し手と受け手の意向を踏ま

えたマッチングを行います。 

 

③農地の利用調整と利用権設定等について 

    担い手への農地利用の集積が進んでいる地域の農地利用の状況を踏まえ、担い手の

意向を踏まえた農地の集約化のための利用調整・交換と利用権の再設定を推進します。 

 

④農地の所有者等を確知することができない農地の取扱い 

今後、農地の所有者等を確知することができない農地が発生した場合には、公示手

続きを経て北海道知事の裁定で利用権設定ができる制度を活用し、農地の有効利用に

努める。 

   

 

 

 

 



 

 

３．新規参入の促進について 

 

（１）新規参入の促進目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：新規参入者とは、土地や資金を独自に調達（相続・贈与等により親の農地を譲り受

けた場合を除く。）し、新たに農業経営を開始した経営の責任者及び共同経営者を

いう。なお、共同経営者とは、夫婦が揃って就農、あるいは複数の新規就農者が法

人を新設して共同経営を行っている場合における、経営の責任者の配偶者又はその

他の共同経営者をいう。 

 【目標設定の考え方】 

   現在、概ね農地が担い手へ集積されており、経営規模を拡大したい農家が非常に多

い。一方で、後継者のいない農家もあり、農業の担い手が減少していくことが予想さ

れるため、新規参集経営体の確保を目指す。 

 

 

（２）新規参入の促進に向けた具体的な推進方法    

    

  ①関係機関との連携について 

町、農協、北海道農業担い手育成センターと連携して、新規就農者へのサポート体

制を構築してきます。 

  ②農業委員会のフォローアップ活動について 

農業委員は、新規参入者（法人を含む。）の地域の受入条件の整備を図るとともに、

後見人等の役割を担います。 

 

 

目標と実績 
新規参入経営体数 

（新規参入者取得面積） 

現状 

（平成 29 年 5 月） 

0 経営体 

（0ha） 

３年後の目標 

（平成 32 年 5 月） 

1 経営体 

（2ha） 

目標 

（平成 35 年 5 月） 

2 経営体 

（4ha） 


